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道内景気は、緩やかに持ち直している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額

が前年を下回るなど、一部に弱い動きがみられるが、緩やかに持ち直している。住宅投資

は、前年を上回っている。設備投資は、持ち直し基調にある。公共投資は、前年を上回って

いる。観光は、好調を維持している。輸出は、１６ヶ月ぶりに前年を上回った。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数、負債総額ともに前年比増

加した。消費者物価は、エネルギー価格の上昇を背景に前年を上回っている。

現状判断DI（北海道） 
先行き判断DI（北海道） 
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１．景気の現状判断DI～２ヶ月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）

229/1121110987654328/2

 出荷指数 在庫指数 生産指数  

平成22年 
＝100.0

85

95

100

105

110

90

２．鉱工業生産～３か月ぶりの上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、３月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月から０．２ポ

イント上昇の４８．０となり、２ヶ月ぶりに上昇

した。また、横ばいを示す５０を２ヶ月連続で

下回った。

一方、景気の先行き判断DI（北海道）

は、前月を１．５ポイント下回る４８．１となっ

た。また、横ばいを示す５０を２か月連続で下

回った。

２月の鉱工業生産指数は９７．７（季節調整済

指数、前月比＋３．３％）と３か月ぶりに上昇

した。前年比（原指数）では＋２．３％と４か

月連続で上昇した。

業種別では、前月に比べ、電気機械工業、

石油・石炭製品工業など１２業種が上昇した

が、金属製品工業、食料品工業など４業種が

低下した。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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４．乗用車新車登録台数～７か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 

千人 ％ 

229/1121110987654328/2

500

300

200

100

0 -100

-40

80

20

400 140

200

５．札幌ドーム来場者～４か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．５％）は、２か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲３．７％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他全ての品目で前

年を下回った。スーパー（同＋０．３％）は、

飲食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．０％）

は、４１か月連続で前年を上回った。

２月の乗用車新車登録台数は、１４，１５１台

（前年比＋５．８％）と７か月連続で前年を上

回った。車種別では、軽乗用車（同

▲１．５％）は減少したが、普通車（同

＋３．３％）、小型車（同＋１７．９％）が増加し

た。

平成２８年度累計では、１５０，９３７台（前年比

＋３．６％）と前年を上回っている。軽乗用車

（同▲３．０％）は前年を下回っているが、普通

車（同＋１０．６％）、小型車（同＋３．３％）が前

年を上回っている。

１月の札幌ドームへの来場者数は４８千人

（前年比▲３．５％）と４か月連続で前年を下

回った。プロ野球、プロサッカーとも試合開

催は無かった。大規模イベントの開催が減少

し、その他が４８千人（同▲３．５％）だった。

道内経済の動き
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６．住宅投資～２か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～４か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

２月の新設住宅着工戸数は、１，８２７戸（前

年比＋１５．８％）と２か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲５．２％）が

減少したが、貸家（同＋１０．７％）、分譲（同

＋９７．７％）が増加した。

平成２８年度累計では、３４，９０２戸（前年比

＋１０．２％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋３．４％）、貸家（同

＋１３．４％）、分譲（同＋１２．４％）が、いずれ

も増加している。

２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

３７，２４７㎡（前年比▲４０．２％）と３か月ぶりに

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲８９．９％）、非製造業（同▲２３．２％）が、い

ずれも前年を下回った。

平成２８年度累計では、１，７０３，４３９㎡（前年

比＋７．０％）と前年を上回っている。業種別

では、製造業（同＋２７．７％）、非製造業（同

＋５．１％）が、いずれも前年を上回ってい

る。

３月の公共工事請負金額は、１，４５５億円

（前年比＋７４．０％）と４か月連続で前年を上

回った。発注者別では、国（同＋８８．９％）、

北海道（同＋５９．５％）、市町村（同＋７２．２％）

など全発注者でいずれも前年を上回った。

平成２８年度累計では、請負金額８，７７６億円

（前年比＋１３．９％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 

千人 ％ 

229/1121110987654328/2

2,000

1,500

1,000

500

0 -5

5

0

15

10

９．来道客数～２か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～９か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は１６か月ぶりに増加

貿易動向

（資料：函館税関）

２月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９４４千人（前年比＋１．１％）と２か月連続

で前年を上回った。輸送機関別では、航空機

（同＋０．４％）、JR（同＋１４．５％）、フェリー

（同＋１．６％）が、いずれも前年を上回った。

平成２８年度累計では、１２，４０３千人と前年を

５．２％上回っている。

２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１４８，０８６人（前年比＋４．８％）と９か月連

続で前年を上回った。平成２８年度累計では、

１，２８６，５０８人（同＋１２．１％）と前年を上回っ

ている。

空港・港湾別では、新千歳空港が１３１，２５６

人（前年比＋１１．９％）、旭川空港が５，１７９人

（同▲５２．４％）、函館空港が１０，６６７人（同

＋７．４％）だった。

２月の道内貿易額は、輸出が前年比９．１％

増の３３８億円、輸入が同４６．８％増の１，１０８億円

だった。

輸出は、有機化合物や鉄鋼くず、魚介類・

同調整品などが増加し、１６か月ぶりに前年を

上回った。輸入は、原油・粗油や石油製品な

どが増加し、２か月連続で前年を上回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は２ヶ月連続で増加

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年 
＝100.0

１４．消費者物価指数～３か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０６倍（前年比＋０．０７ポイント）と８５か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比３．２％増加し、４か

月連続で前年を上回った。業種別では、医

療・福祉（同＋７．８％）、サービス業（同

＋４．５％）などが増加した。

３月の企業倒産は、件数が３６件（前年比

＋３３．３％）、負債総額が４９億円（同＋１００．１％）

だった。件数は２ヶ月連続で前年比増加、負

債総額は１０ヶ月ぶりに前年を上回った。

業種別では、サービス業・他が１０件、卸売

業が７件、建設業が６件などとなった。

２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は９９．７（前月比±０．０％）と、前月

比横ばいだった。前年比は＋１．１％と、３か

月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、３月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、概ね安定して推移している。石油製品の

価格も、前月に比べ概ね安定して推移してい

る。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２９年１～３月期 実績

前期に比べ、売上DI（△５）は１ポ
イント、利益DI（△９）は２ポイント
それぞれ小幅に低下した。総体では足踏
み状態が続いているが、製造業が台風被
害、不漁、円安による原材料価格の高騰
等から弱含みで推移した一方で、旅館・
ホテル業は前期の台風被害による落ち込

みから持ち直すなど、業種・業態で明暗
が分かれている。

２．平成２９年４～６月期 見通し

売上DI（△２）は３ポイント、利益
DI（△６）は３ポイント、それぞれ上
昇する見通し。住宅・建設関連業種の改
善により、業況は持ち直しが見込まれて
いる。

項 目
２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３４～６７～９１０～１２

２８年
１～３４～６７～９１０～１２

２９年
１～３

２９年
４～６
見通し

売上DI １７ △１０ △１１ △１４ △２３ △９ △９ △９ △１９ △９ △７ △４ △５ △２
利益DI ５ △２０ △１７ △２１ △１９ △８ △１０ △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △６

定例調査

業況は足踏み状態が続く
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第６４回定例調査（２９年１～３月期実績、２９年４～６月期見通し）
回答期間：平成２９年２月中旬～３月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
� ｎ（number）＝有効回答数

＜図表２＞業種別の要点

要 点
（平成２９年１～３月期実績）

２８年
４～６

２８年
７～９

２８年
１０～１２

２９年
１～３

２９年
４～６

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 製造業は弱含み。非製造業は横ば
い圏内。

売上ＤＩ △９ △７ △４ △５ △１０ △２
利益ＤＩ △６ △５ △７ △９ △８ △６

製造業 原材料価格の高騰や競争激化によ
り売上、利益減少。

売上ＤＩ △３ △３ △３ △１６ △１１ △９
利益ＤＩ △８ △３ △１０ △１８ △９ △１０

食料品 水産加工業等の業況は低調。
売上ＤＩ ０ △８ ５ △１９ △５ △１６
利益ＤＩ ０ １１ △５ △１６ ５ △１３

木材・木製品 木製品の業況の落ち込みが目立
つ。

売上ＤＩ ０ △５ ０ △１６ △５ ５
利益ＤＩ △１２ △１５ △１７ △２１ △１１ ５

鉄鋼・金属製品・
機械 金属製品・機械の業況は低調。

売上ＤＩ △５ △１３ △１１ △２３ △２３ △１４
利益ＤＩ △８ △１３ △９ △２０ △２３ △１７

非製造業 卸売業が低調。小売業、ホテル・
旅館業は持ち直し。

売上ＤＩ △１１ △９ △５ △１ △９ ０
利益ＤＩ △５ △６ △５ △６ △８ △４

建設業 人手不足（技術者）が売上を抑
制。

売上ＤＩ △１５ △１６ △１ △７ △９ ９
利益ＤＩ △１３ △２５ △１２ △４ △１１ １

卸売業 食品卸、資材卸が不振。
売上ＤＩ △３０ △６ △７ △１２ △２５ △７
利益ＤＩ △９ ０ ２ △１０ △１５ △８

小売業 燃料店は持ち直しの動き。その他
小売は横ばい推移。

売上ＤＩ △１５ △３０ △３１ △６ △１４ △２
利益ＤＩ △９ △１２ △２０ △１１ △９ △４

運輸業 売上は持ち直すが、燃料費などコ
スト増加により利益は減少。

売上ＤＩ △７ △６ △６ １３ ０ △３
利益ＤＩ ２１ ３ ６ △６ １６ △９

ホテル・旅館業 道央は改善、道東は持ち直し、道南
は減速と地域によりバラツキあり。

売上ＤＩ ３９ １７ △２９ ６ △２０ △２２
利益ＤＩ １７ ２２ △２０ △６ △１３ △１１

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ４００ １００．０％
札幌市 １５９ ３９．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８１ ２０．３
道 南 ３３ ８．３ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １３．８ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７２ １８．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７１０ ４００ ５６．３％
製 造 業 ２０５ １０６ ５１．７
食 料 品 ６９ ３１ ４４．９
木 材 ・ 木 製 品 ３５ １９ ５４．３
鉄鋼・金属製品・機械 ６２ ３５ ５６．５
そ の 他 の 製 造 業 ３９ ２１ ５３．８
非 製 造 業 ５０５ ２９４ ５８．２
建 設 業 １３６ ８１ ５９．６
卸 売 業 １１１ ５９ ５３．２
小 売 業 ９３ ５３ ５７．０
運 輸 業 ５０ ３２ ６４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３４ １８ ５２．９
その他の非製造業 ８１ ５１ ６３．０

業種別回答状況

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

  

実施 31 実施せず 69

5 7 4

11 10 4

8 19 8

12 25 16

5 △ 3 △ 9

26 5 9

2 5 4

△ 9 △ 4 △ 7

10 18 15

8 10 16

0 5 0

6 0 △ 7

△ 3 △ 3 2

4

3

10

0

0

0

4

△ 3

5

15

△ 6

13

0

1

0

△ 3

5

△ 3

5

1

△ 6

4

11

△ 6

0

△ 3

28/4～6
在庫DI

28/7～9
在庫DI

28/10～12
在庫DI 在庫DI 在庫DI

35 36 38

37 45 41

38 46 46

25 35 26

36 42 37

46 57 50

34 33 37

21 17 21

22 31 27

39 34 39

64 64 63

56 39 40

42 40 51

実施 32 36 未定 32

35 41 24

20 40 40

21 47 32

46 43 11

52 33 14

28/4～6
実施企業

28/7～9
実施企業

28/10～12
実施企業

10 適正 84 6

8 87 5

13 84 3

11 78 11

3 94 3

5 90 5

10 84 6

5 87 8

14 77 9

21 73 6

94 6

13 87

5 90 5

6 適正 89 5

6 88 6

3 91 6

16 73 11

3 91 6

5 95

6 89 5

2 90 8

8 88 4

15 81 4

94 6

100

5 87 8

29 71

35 65

26 74

29 71

20 80

32 68

27 73

28 72

28 72

50 50

11 89

44 56

30 35 35

22 43 35

24 40 36

32 30 38

45 19 35

33 28 39

39 33 28

29/1～3実績（n=355） 29/4～6見通し（n=349）

29/1～3実績（n=390） 29/4～6見通し（n=387）

過少 過多 過少過多

実施せず

定例調査

― １１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

ｏ．２５０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　定例調査  2017.04.18 17.03.10  Page 11 



0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（５１％） ±０ 運輸業（７５％）、ホテル・旅館業（７２％）、建設業（７０％）の人手不足
感続く。

�諸経費の増加（３５％） ＋４ 運輸業（５３％）で２４ポイント、ホテル・旅館業（４４％）で１７ポイント
それぞれ上昇。

�売上不振（３４％） ＋１ 卸売業（４４％）で７ポイント、小売業（４０％）で６ポイント上昇。

�原材料価格上昇（３２％） ＋４ ６業種で上昇。食料品、木材・木製品で１位

�過当競争（２９％） △１ 小売業（４８％）、卸売業（４４％）でそれぞれ１位。

�人件費増加（２８％） △２ ホテル旅館業（４４％）、鉄鋼・機械・金属（３５％）、建設業（３２％）、
卸売業（１９％）が前期比上昇。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ③ ② ③ ③ ① ① ② ① ① ①
５１ ３５ ４２ ２６ ３８ ２９ ５６ ７０ １８ ４６ ７５ ７２ ７０
（５１）（４０）（５１）（３３）（３４）（３２）（５６）（６５）（３５）（５０）（６５）（８０）（５９）

�諸経費の増加
② ③ ② ③ ③ ② ③ ②
３５ ３１ ３２ ３２ ４１ １４ ３７ ３３ ３２ ３１ ５３ ４４ ４０
（３１）（３４）（３３）（５０）（３１）（２７）（２９）（３３）（２８）（２５）（２９）（２７）（３０）

�売上不振
③ ② ② ① ① ② ① ③
３４ ４２ ３６ ４２ ４４ ４８ ３１ ３５ ４４ ４０ ６ １７ ２０
（３３）（３８）（２１）（５０）（３７）（５９）（３２）（３７）（３１）（３４）（２３）（４０）（２６）

�原材料価格上昇
① ① ① ② ② ③ ②

３２ ５０ ７１ ４７ ４１ ３３ ２６ １６ ３０ ２１ ４１ ５６ ２０
（２８）（４５）（６４）（５０）（３４）（２３）（２１）（２０）（１９）（１６）（３６）（３３）（１５）

�過当競争
③ ③ ① ① ③

２９ １７ １６ １６ ２１ １４ ３３ ３３ ４４ ４８ １３ ６ ３０
（３０）（１５）（１５）（１１）（１１）（２３）（３６）（３８）（４３）（６６）（７）（－）（２８）

�人件費増加
③ ③

２８ ２９ ３９ １６ ３５ １４ ２８ ３２ １９ ２７ １９ ４４ ３０
（３０）（３２）（４１）（２２）（２６）（３２）（２９）（３０）（１６）（４１）（２３）（２０）（３９）

�販売価格低下 ９ １２ １３ ５ １８ １０ ８ ５ １４ １０ ６ － ８
（１５）（１７）（１３）（１７）（２０）（１８）（１５）（１０）（２１）（３２）（３）（０）（１３）

	価格引き下げ要請 ６ ６ １０ － ９ － ６ ７ １１ ２ ３ － ４
（１０）（１１）（１０）（６）（１７）（９）（９）（１０）（１７）（２）（－）（７）（１１）


設備不足 ６ １１ ７ １６ ９ １９ ３ － ４ ４ － １７ ６
（５）（１０）（１３）（６）（３）（１８）（３）（－）（２）（２）（７）（２７）（２）

�資金調達 ６ ９ １３ ２１ ３ － ６ ４ ２ １５ － １１ ４
（６）（４）（３）（１１）（３）（－）（７）（９）（５）（１１）（３）（７）（６）

�代金回収悪化 １ － － － － － １ － ５ － － － －
（３）（２）（３）（６）（－）（－）（３）（１）（５）（７）（－）（－）（２）

その他 ４ ８ ７ ５ ６ １４ ３ ５ ７ － ３ － －
（４）（７）（１０）（－）（３）（１４）（３）（４）（３）（２）（３）（－）（４）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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今回の調査では、業況は業種・業態で明暗が分かれました。台風被害、不漁、円安による

原材料価格の高騰等から製造業は弱含みで推移しました。一方、観光関連は台風被害による

落ち込みから持ち直しました。建設業を中心とした幅広い業種で、人手不足が問題となって

おり、受注を抑制せざるを得ないなどの声も聞かれました。業務効率化のためのICTの取り

組み強化や共同集配、販売先との連携などを目指す動きもみられます。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．食料品製造業

２．木材・木製品

３．鉄鋼・金属製品・機械

４．その他の製造業

＜水産加工業＞ 漁獲量の減少により原材料
が高騰している。販売単価に転嫁する必要が
ある。しかし、単価引上げにより販売量の確
保ができるか不安である。今後は高付加価値
の商品を開発していかなければならない。

＜食料品製造業＞ 冬期間は売上、利益とも
減少傾向である。来函観光客による料飲売上
も夏場より大きく減少している。物販におい
ては昨年の新幹線開業効果も薄れてきている
と感じる。

＜食料品製造業＞ 同業他社との競合が厳し
く、販売価格が低下し売上、利益ともに減少
している。

＜食料品製造業＞ 人手確保のため派遣の採
用により人件費が増加し利益率が低下してい
る。それに加え、定着率も悪く生産効率にも
影響している。

＜木製品＞ 原材料価格が上昇しており、利
益が低下している。

＜製材業＞ バイオマス発電の影響により原
木が不足し単価が上昇している。新商品の開
発により他社との差別化をしていく。また、
インターネットの利用拡大により競争力のあ
る事業展開をしていく。

＜金属製品製造業＞ 原材料の高騰が懸念材
料である。販売単価を上げることも考えなけ
ればならないが、同業他社との競合もあり悩
ましい。

＜金属製品製造業＞ 競合する商品の販売は
過当競争となっており、利益率の低下を招い
ている。独自製品の品質向上による他社との
差別化を図り、売上利益の向上を計画してい
る。

＜機械器具製造業＞ 利益率の低い製品の引
き合いが多い。工場はフル稼働で売上は増加
しているが、収益的には厳しい状況にある。
利益率の高い部門の受注を目指す。

＜コンクリート製品製造業＞ 受注はあるが
人手不足が問題である。職場環境や給与の見
直しにより改善を図りたい。

＜その他製造業＞ 製品の出荷数量は減少
し、さらに、製品単価が値下がりとなってい
るため、減収減益の見込みである。原料の新
規ルートの開拓や単価の高い製品へのシフト
が必要である。

経営のポイント
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

＜建設業＞ 災害関連工事で受注はあるが、
技術者に限りがあり売上の増加は期待できな
い。一方、利益は上昇傾向にある。

＜建設業＞ 技術者の不足により受注を抑制
せざるをえない状況である。中途採用者、新
卒採用者を育成していく。

＜建設業＞ 官民工事ともに増加している
が、人手不足のため完成工事高、利益確保に
不安あり。

＜建設業＞ 売上は前期比増加の見込み、利
益率は同程度。土木工事は赤字現場が多く
あったが、建築は好調であった。来期は災害
の復旧工事により受注増加を見込んでいる。

＜建設業＞ 人手不足により従業員の労働時
間の削減が大きな課題である。採用活動は
行っていくが、生産性向上を図るために業務
の効率化、施工現場におけるICT化などの取
組みを強化している。

＜電気工事業＞ 技術者の複数技術取得の推
進、部署間や支店間の人材流動化による効率
化を推進してきたことが増収増益に結びつい
ている。今後も新規採用者を教育して会社維
持に努め地域に貢献していきたい。

＜住宅建築業＞ 廉価イメージのマーケティ
ングが奏功し売上は増加しているが、逆に利
益率は低下している。

＜食品卸売業＞ 道内だけの受注では売上増
加に限界あり、道外や海外への展開をしてい
く。

＜食品卸売業＞ 災害の影響により農産物の
収穫量が低下している。２９年度の収穫量が判
明するまで価格は不安定な状態が続き、売
上、利益の見込みが立たない状況である。

＜建材卸売業＞ 既存販売先だけでは売上増
加は見込めなくなっている。また、同業他社
との競合もあり売上、利益とも減少傾向にあ
る。販路を増やすため営業強化を図る。

＜鋼材卸売業＞ 売上高は単価の下落、販売
量の減少などにより、計画比、前期比ともマ
イナスとなっている。

＜ゴム製品卸売業＞ 販売単価の落ち込みが
大きく売上は減少傾向である。物流の効率化
を図り物流経費を削減し利益は確保してい
る。今後は既存販売業種以外への転換を図っ
ていきたい。

＜燃料小売業＞ 原油高により売上は増加傾
向であるが、都市ガスの自由化が始まり、
LPGは料金の透明度が注目されている。エネ
ルギーの垣根がなくなり競争が厳しくなる見
込みである。

＜燃料小売業＞ 原油価格上昇を小売単価に
転換し、売上、利益共に増加した。

＜食品小売業＞ 来客数は減少しているが、
販売単価の一部値上げにより売上高は維持で
きている。今後は高齢者対策に力を入れ来客
数の増加を図る。

経営のポイント
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８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜事務用品販売業＞ 商品単価の下落が懸念
材料である。また、顧客ニーズに人材育成の
スピードが追いついておらず、顧客からの要
望に応じられていないことから、メーカーか
ら出向受け入れし社内研修の強化を図ってい
る。

＜運輸業＞ 運転手の不足により拘束時間及
び時間外問題は深刻であり人員確保に努めて
いく。今後はモーダルシフト（トラックによ
る幹線貨物輸送を、「地球に優しく、大量輸
送が可能な海運または鉄道に転換」）が進ん
で、コスト増加となるため、輸送単価も上昇
させなければならない。

＜運輸業＞ 燃料価格の上昇により、燃油
サーチャージが上がり売上は増加している
が、それ以上のコスト増加により利益は減少
となっている。

＜運輸業＞ 物流の需要はあるが、人手不足
により対応困難な状況が続いている。共同集
配などにより人手不足を補う時期に来てい
る。

＜運輸業＞ 労働力確保が最大の課題であ
る。人材確保について、給与の引上げや社宅
の整備を実施、閑散期は販売先と協力体制を
組み労働力の確保をしていく。

＜観光ホテル＞ 新幹線開業で宿泊客は増加
したが、その反動で２９年度は減少が見込まれ
る。ホテルが新築されているが、人手を同業
者から引き抜いたりしており、人手不足がよ
り増している。

＜観光ホテル＞ 小グループでの宿泊が多く
なり客数は減少している。単価を上げ売上は
維持しているが、今後どうなっていくのか先
が読めない。

＜都市ホテル＞ 売上は順調であるが、燃料
費や人件費の上昇により利益率は低下傾向で
ある。

＜自動車整備業＞ 人手不足により生産維持
が難しくなっており、ベトナム人研修生を雇
用する予定である。良い方向へ向かえば、さ
らに外国人研修生を雇用していきたい。

＜不動産業＞ 札幌市内では、地下鉄沿線に
おける不動産の仕入れが困難になっている。
新たな事業展開が必要である。

＜廃棄物処理業＞ 施工技術の向上により、
外注から自社施工へシフトした成果が見られ
る。人員の教育訓練が重要だと感じている。

＜建設関連サービス業＞ 特殊技術の職員が
不足し、売上拡大の障壁となっている。外国
人実習生を受け入れしているが、技術を習得
するまでに時間を要するため厳しい状況であ
る。

＜観光施設運営＞ 新幹線開業の効果は持続
しているが、２９年度も効果が続くか不安であ
る。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

ｏ．２５０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１５～０１７　経営のポイント  2017.04.18 17.05.42  Page 17 
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≪ポイント≫

○インバウンドビジネスの拡大が日本のサービス産業に機会と脅威を同時に与えている

○企業がサービスに携わる従業員を「仕組み」で支えることでサービスはより進化する

○サービス取引における構造的絆を「システム」化することでイノベーションを起こせ

はじめに

かつて工業立国を国是に発展してきた我が国は、すでにサービス産業が主導する経済に移行し

ています。日本のGDPに占めるサービス産業の割合は、今世紀に入ってから７割を超え、就業者

人口でも同じく７割ほどを占めています。にもかかわらず、日本のサービス生産性は（とくに米

国に比べて）低いと言われ、その改善が国家的な課題ともなっています。

観光立国が新たに国家戦略になった現在、観光業を含むサービス産業には大きな可能性があ

り、それは北海道のような地方にとっても同じです。しかし、海外からの訪日観光客で賑わう観

光地であっても、格安ツアーの宿泊客ばかり受け入れていれば、薄利多売の状況から脱すること

ができず、従業員の給料が低く抑えられ、人材は定着せず、優秀な人材の採用も難しくなりま

す。そうなると、サービス産業に従事する人材の育成が停滞し、伝統的に高い接客スキルを売り

にしてきた高級ホテルや温泉旅館などが立ちゆかなくなってしまい、結果として日本のサービス

業から客離れが起こってしまうかもしれません。これでは負のスパイラルです。

サービス現場の多くは観光産業に限らず、少ない人員で現場を切り盛りしていて、長時間労働

が常態化して従業員が疲弊しつつあります。先天的な素質としてホスピタリティ感覚を持った現

場スタッフであっても、心身が疲労していれば笑顔で接客することすらままなりません。もはや

「おもてなし」の精神だけでは、高い顧客満足度を維持できる時代ではないのです。

観光をはじめとしたサービス産業が基幹産業となった北海道において、サービスの仕事をどの

ように進化させればよいのか。サービスマネジメントの視点から考えてみましょう。

１．インバウンドビジネスのほとんどはサービス業

日本を訪れる外国人観光客は増え続け、２０１５年に２０００万人を超えました（２０１６年には２４００万人

に達しています）。北海道への来道外国人観光客数は２０１５年ではおよそ２００万人でした。訪日外国

人のうち、約１割が北海道に訪れている状態です。彼らを相手にする商売、すなわちインバウン

ドビジネスへの対応は、多くの北海道企業が現在直面する最も大きな経営課題です。

インバウンドビジネスにはどのようなものがあるでしょうか。外国人観光客が宿泊するホテ

ル・旅館はもちろん、最近は一段落したかに見える中国人観光客の爆買いに代表される買い物需

経営のアドバイス

北海道企業に求められる
サービスマネジメント

小樽商科大学 ビジネススクール
准教授 内田 純一
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要を満たす小売業はサービス業です。そして、彼らの旅行を旅行前から旅行中、旅行後に至るま

でサポートするのが、インターネット予約サイトや、旅行中の情報通信手段の提供業者、旅行後

に旅行の思い出となる写真を保管・共有するクラウド事業者やSNS事業者などです。

つまりインバウンドという大きな波を中心に、多くのサービス業が活性化するということなの

です。この大きな波に乗り、北海道の企業も自らのサービスを進化させる必要があります。

もちろん、インバウンドの大波は良いことばかりでもありません。海外からの観光客があまり

にも急激に増加したために、ホテル不足で国内出張者の宿泊予約がとりにくくなるなどの社会問

題が顕在化しています。また、観光地のホテル・旅館、そして観光施設などの受け入れ側の各事

業者は収容能力を増強するのが間に合わず、さらに人材獲得も簡単ではないため、そのキャパシ

ティは限界に達しています。その一方で、民泊を仲介するAirbnb（エアビーアンドビー）などア

メリカ発の革新的サービスが日本にも進出し、外国人観光客がホテルだけでなく民家にも宿泊す

ることで、増えすぎた需要を吸収しています。

ここで重要な点は、観光客をはじめとしたインバウンドニーズが増加して、大きなビジネス

チャンスが地方に生まれても、それによって利益を上げられるかどうかは別問題だという点で

す。これまで国内観光客を大手旅行代理店から送客してもらってきたホテル・旅館、あるいは観

光施設が、インバウンド観光客をそのままの事業スキームで受け入れても、利益が上がりにくい

構造にあります。いわゆる格安ツアーの単価は低く抑えられていますが、そうした商品を造成す

る場合は旅行を組み立てるサプライヤーのどこかに値引き圧力をかけざるを得ません。なかでも

最も買いたたかれやすい事業者が、小規模なホテル・旅館ということになります。また、民泊の

ようなシェア型サービスが隆盛しても、その利益の多くはAirbnbなどの海外企業のものです。も

ちろん、既存の宿泊産業にとっては、民泊が拡がることは潜在的な脅威となります。

ただでさえ人手不足と人材流出に悩んできた日本のホテル・旅館業界が、インバウンドビジネ

ス全盛で沸き立つなか、ますます疲弊していく恐れがあるわけです。

２．「仕組み」が優れたサービスを生む

気配りの行き届いた高級ホテルの代名詞であるリッツ・カールトン、絶対にNOと言わない百

貨店として知られるノードストローム、「サービス巧者と言える企業はどこか？」と問われた

ら、読者の皆様が思い浮かべる企業名はこんなところではないでしょうか。

とくにリッツ・カールトンは１９９７年に大阪に日本初出店し、その後も東京、京都、沖縄と進出

し、北海道では近くニセコに進出することが確定しているなど、外資系ながら日本にもなじみの

あるサービス・エクセレント・カンパニーです。

しかし、いくらサービスに優れた企業になりたいからと言って、リッツ・カールトンやノード

ストロームを誰もが単純に模倣すればよいわけではありません。そのことは、サービスの背後に

ある＜仕組み＞という視点から説明できます。例えばリッツ・カールトンが気配りに秀でている

のは、顧客との継続的な関係性を情報資源としているからです。顧客と深く関わることでホテル

が得た情報は、顧客が繰り返し利用する過程で取捨選択され、とくに顧客の好みに関する情報が

蓄積され、次のサービスに反映されていきます。結果として、顧客の望むサービスを提供し、顧
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＜図１ サービス・エンカウンターの概念図＞

客から喜ばれ、いわゆる常連客へと変化します。常連になることを前提としてホテルと宿泊客の

サービス取引が行われれば、企業にとっても顧客にとってもメリットが大きいと言えます。

ただし、情報資源の入手をサービスの仕組みに取り入れることが重要とは言え、初来店客が多

い店や、人生において何度もお世話にならない企業（冠婚葬祭など）にはあまり向いていませ

ん。サービスの仕組みは、業種や対象とする顧客によって変わらなければならないということで

す。

また、対顧客の面だけでなく対従業員の仕組みも重要です。例えば、ノードストロームは優れ

た顧客対応エピソードが、しばしば伝説的に語られることで有名です。その中には、ノードスト

ロームの販売員が、「扱っていないはずの自動車タイヤの返品を受入れて返金に応じた」という

ものがあります。この逸話はノードストロームのアラスカ州の店舗で起こった実話で、ノードス

トロームの店舗が入居する以前に入居していたショップで販売されたタイヤを、それと知りなが

らある店員が返金に応じたものです。この店員は顧客に誤解があることを知りつつ、それを縁と

捉え、ノードストロームと新たに継続的取引をしてくれればよいと考えたのでしょう。

とはいえ、このような伝説的な顧客対応が可能になるのは、その背景として、ノードストロー

ムが従業員に対して、彼らがエンパワーメント（権限委譲）と呼ぶ自由裁量権を与える仕組みが

あるからだということを忘れてはなりません。別の逸話としては、「空港からその日のうちに飛

行機で飛び発つ予定の顧客が、チケットをノードストロームの店舗に置き忘れ、それに気づいた

店員が、タクシーで空港に駆けつけて顧客にチケットを手渡した」というものもあります。タク

シーに飛び乗ったということは、上司の許可を得る暇もなかったでしょう。空港までのタクシー

代金も高額なはずです。それにも関わらず、店員によるとっさの判断を可能にしているのは、

ノードストロームの従業員に高い自由裁量権があるが故です。

サービス取引の場所のことをサービス・エンカウンターと言います。図１はサービスの提供を

受けているXからは見えないところで、サービスを提供する従業員Aを支える企業としての仕組

みがあることを示しています。そして、顧客Xの背後には未来の顧客（顧客YやZ）が控えてい

ます。企業はサービス・エンカウンターで現在の顧客と相対しながら、そのサービス品質がクチ

コミ等で伝搬し、未来の顧客獲得に影響することを意識しなければならないわけです。

サービスはしばしば劇場に例えられますが、観客から見えない舞台裏に、役者のパフォーマン

ｏ．２５０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０１８～０２３　経営のアドバイス  2017.04.18 17.05.48  Page 20 



経営のアドバイス

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

＜図２ サービス取引要素のレベル＞

スを支える仕掛け（奈落や袖、暗幕など）があるように、仕組みなくしてサービスは進化しませ

ん。おもてなしの心を持てといった単なる精神論は従業員の疲弊を助長するだけです。マネジメ

ントに携わる層は、自らの企業が従業員に求めるサービスの質に対して、その実現を助けるため

の仕組みがどれだけ用意されているかを、きちんとチェックする必要があるでしょう。

３．サービス取引における要素と絆

次のようなやりとりを買い物時に経験したことはないでしょうか。

店員：「当店のポイントカードをお持ちですか？」
顧客：「持っていません」
店員：「すぐ出来ますが、お作りしますか？」
顧客：「いいえ、結構です」

こうしたやりとりは、日常の何気ない品物をたまたま出張先のスーパーで買うとき（自分が住

んでいるエリアにそのチェーンはない）や、その顧客にとってめったに買わないことがわかって

いる分野の品物を買うときなどにありがちです。企業側は、来店したすべての顧客と継続的な取

引を望んでいるのに対し、顧客の側がそれを望んでいないという状況です。企業が用意した仕組

みと、顧客が求める仕組みがズレているため、会話がすれ違っているわけです。

このような状況下では、企業と顧客が望む関係性の前提が異なっています。図２における顧客

Aは、ある企業で何らかの＜モノ＞を、自分が希望する品質と価格で買えればそれで満足するタ

イプの顧客です。企業側も代金として＜カネ＞を支払ってもらえればそれでよいという「経済的

絆」に基づく関係であり、市場取引の原型とも言えるでしょう。

一方、顧客Bは、企業からモノを購入するとき、モノそのものの価値ではなく、その企業に属

する＜ヒト＞から購入することに意義があると感じています。店員や営業マンの対応の良さが決

め手となり、購入することは誰にでも経験があると思います。洋服店において自分が親近感を抱

くショップ店員から勧められた服を購入したり、マイホームやマイカーなどの高価な買い物の場

面で営業マンとの相性の良さが購買を決定づけたりすることがよくあります。

モノという実体のある商品の購入でもこうした属人的な取引は起こりますが、美容室で受ける
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カットや、歯科クリニックにおける治療などのサービス業においても、そうした属人的要素は大

きいはずです。顧客は取引の対価として代金を支払うことはもちろん、自分の知り合いにその店

員や営業マンを紹介するなど、＜信頼＞という要素をその企業に対して与えていると言えます。

こうした信頼に応えるべく、企業側もそれを裏切ることのない経営を心がけようとします。ここ

での取引は、経済的絆に加えて「社会的絆」を基礎としているわけです。

そして、顧客Cはまた違った行動動機に基づいて購買を決めています。モノやサービスの取引

において、相手企業（およびその企業の持つネットワーク）が背景に持つ＜システム＞が購入を

決定づけている場合です。携帯電話のキャリア（電話会社）を決めたり、スマートフォンの端末

（メーカー）を選ぶとき、その端末の性能だけでなく、それを購入した結果として、どのような

サービスを継続的に得られるようになるかを考えたりする場面などが例としてあてはまります。

あるいは、航空マイレージやクレジットカード利用ポイントをどこの会社で貯めるかを決める

とき、貯めたポイントは自分にとってどのような用途で役立つかを考えた上で、航空会社やカー

ド会社を決める場合も同じです。

顧客は、モノやサービスの対価以外にも、ポイントと引き換えに自らの＜情報＞を企業に与え

ています。情報が収集されていることを知りつつも、情報を提供することで自分の暮らしにもメ

リットがあることがわかっています。これはポイントで得られる金銭的メリットだけではありま

せん。具体的には、大手通販サイトで買い物をするとき、我々は今までの購買履歴をもとに、企

業から「オススメ」として表示（レコメンデーション機能と呼ばれる）された商品にも関心を示

すことがあります。個人情報を勝手に利用され、自分の購買行動が観察されていることを怖い、

と思う方もいるでしょうが、そのシステムにどっぷり身を委ね、自分が欲しがるであろう商品の

情報を効率よく得ることにメリットを感じ、仕事や趣味に活用している方も多いでしょう。この

ような取引には、経済的絆と社会的絆に加え、いったん参加した取引にコミットすることが顧客

のメリットにも転嫁するという「構造的絆」があるのです。

４．サービスを取り巻く＜システム＞に顧客を迎え入れる

前節で述べた、店のポイントカードをめぐる会話のすれ違いは、交換レベルが、企業の思惑と

顧客の思惑とで異なっていることによって引き起こされているわけですが、新しいサービスを創

造する企業にとっては、交換レベルを顧客とすり合わせていくことが重要です。

経済的絆は価格競争にもろく、顧客は簡単に乗り換えてしまいます。かつての牛丼チェーン店

間の値下げ競争や、ファストフード業界での１００円ハンバーガーの登場は、その具体例です。

社会的絆が加わると、人的関係と信頼をベースにしているだけに、経済的絆だけの取引よりも

強固な関係となり、値引きだけで乗り換えは起こりにくいと考えられます。しかし、属人的であ

るがゆえに、人間関係が切れれば取引を継続しにくいとも言えます。皆さんも、通っていた美容

院でいつも指名していた美容師が退店した場合、その美容院に通うのをやめてしまったことがあ

るかもしれません。観光業界の場合でも、旅館の女将や仲居さんの属人的な魅力が企業の最大の

競争力となっている場合、その魅力が人事異動や退社などによって失われてしまえば、顧客を失

いかねません。
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

もちろんサービス業の多くが、属人的な要素を廃するために、アルバイト従業員の多いファス

トフード業界のようにマニュアル化をすすめたり、人的スキルが企業の魅力であることを認識し

ている高級旅館などのように、優れた社員のスキルを他の従業員に共有させる努力をしたりして

います。これらサービス取引における人間の役割は、サービスに携わる企業が日々改善に向けて

努力してきた課題の一つですが、やはり限界もあります。

そこで注目されるのが構造的絆です。構造的絆は経済的絆と社会的絆を補完し、企業と顧客と

の継続的取引に向けて、より強固な絆を形作るものですが、この絆の本質は「当該企業およびそ

の企業に協力する企業」とをネットワーク化して総合的に結びつける＜システム＞です。

実際に構造的絆を実現するのは、このシステムを構成する力ということになります。システム

における情報システムの役割は大きいですが、それだけを示しているわけではなく、レンタル

ショップ発のポイントカードと、国内ネット通販サイト大手発のポイントカードが、異業種を自

らの提携先に加えて激しい競争を繰り広げているように、「その企業に協力する企業」をどれだ

け拡大できるかという企業覇権（ネットワーク・パワー）も含まれています。

とはいえ、こうした企業覇権の競い合いも、本来の目的であった顧客との構造的絆の獲得とい

う視点を忘れ、ポイント付与のお得さという価格競争に陥る可能性があります。ひたすらに覇権

を拡大することによって、顧客との社会的絆を紐付ける接点は拡大するかもしれませんが、やは

り構造的絆がきちんと機能する関係性の構築を目指さなければなりません。

おわりに

北海道の企業がサービスで生き残るためには、最新の情報技術を積極的に取り入れて、顧客と

の間に構造的絆の形成を目指したサービス・イノベーションを起こしていく必要があります。

２０１６年に閣議決定された「日本再興戦略２０１６－第４次産業革命に向けて－」では、IoTやビッグ

データ、人工知能（AI）などを用いた新たなサービス・イノベーションの創出が目指されてお

り、北海道の企業もこうした動きに乗り遅れるわけにはいかないでしょう。

小樽商科大学ビジネススクールにも２０１７年度より「サービスマネジメント」という科目が新設

され、筆者が同科目を担当します。大学としても経済産業省の「産学連携サービス経営人材育成

事業」に応募し、２０１５年度に続き２０１６年度も採択されるなど、サービス産業の活性化に向けて努

力し続けています。サービスの進化に関心がある方、北海道からサービス・イノベーションを創

出したいと考える方は、本学の今後の動きにもぜひ注目していてください。

＜執筆者紹介＞

１９７１年生まれ。神奈川県出身。AFLAC日本社に七年間勤務後、２００２年に大学教員に転じ、北

海道大学助手、同准教授を経て２０１６年より現職。広報論と観光経営学を専門とし、近年はサービ

スマネジメント論の教育・研究に力を入れる。サービス分野に関連する著書として、『観光情報

学入門』（分担執筆、近代科学社）、『観光まちづくりのマーケティング』（共著、学芸出版社）、『地

域イノベーション戦略』（単著、芙蓉書房出版）などがある。北海道大学博士（国際広報メディ

ア）。
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アジアニュース

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

【昨年９月に完成した大聖堂。町のシンボルになりつ
つある】

【ホムトヴォ空港。ユジノ市内からの距離は近いが、
国際空港としての設備は未だ不十分】

≪観光地としてのサハリン≫

これまでサハリン州政府は観光に力を入れていませんでしたが、エネルギー資源のみに頼ら

ず、観光・農業等にも注力する方針に転換し、近年は観光地として知られるようになってきまし

た。「外国人観光客が訪れたいロシア都市２０（２０１６年）」に州都ユジノサハリンスクがランクイン

しています。�また、サハリン州を訪れた観光客数（２０１６年）も前年比６０％増えています�。

日本からサハリンへのアクセスについては、２０１７年３月にオーロラ航空が新千歳―ユジノサハ

リンスク便（ホムトヴォ空港）を週２便から３便（月、水、土）に増便しました。また、オーロ

ラ航空（木、日）とヤクーツク航空（火、金）が成田―ユジノサハリンスク便を運航しており、

日本とサハリン間の航空便は１週間いつでも利用可能になりました。また、ホムトヴォ空港から

ユジノサハリンスク市内へのアクセスが良いこと（車で３０分以内、タクシー料金７００～９００円程

度）も魅力です。

サハリン州政府は先行発展特区や自由港制度を活用し観光客増加を目指しています。その内の

一つである先行発展特区「山の空気」はその名の通り、州都ユジノサハリンスク市内にあるス

キー場「山の空気」の発展を軸とした観光向け特区です。「山の空気」以外にもホテルや日本の温

泉施設会社が進出する予定もあり、観光地として発展が期待されます。

一方で、サハリンがより良い観光地になるためには課題もあります。観光標識の英語表記やレ

ストラン・商店での英語対応者は少なく、一定基準を満たした宿泊施設も不足しています。さら

に、道路事情を含めた現地の交通状況も改善が必要と言えます（例：上述の空港―市内のタク

シーについても、常駐している車はほとんどなく、随時電話呼び出しが必要です）。サハリンの

観光発展のために、今後日本企業の活躍が期待されます。

≪サハリンにおける生活≫

市民の生活水準はその町の経済状況の一つとしてみることができます。また、日本企業が現地

に拠点を構える際には避けては通れない問題であり、現地の生活環境について触れてみたいと思
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― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

【従来のバス。車内は狭く立っての乗車はやや困難】 【新型バス。乗降地の自動音声案内も開始】

います。

数年前まで当地では、停電・断水が頻繁にありました。しかし、筆者が居住した２０１５、２０１６年

には計画的な断水が数回あったのみでしたし、停電に関しては、２０１５年には数回ありましたが、

２０１６年は１回しか経験しませんでした。以前に比べインフラ環境は整備が進んだと言えます。

ユジノサハリンスク市民の通勤手段は基本的に徒歩・車・バスのいずれかです。自転車は日本

ほど見かけません。また、鉄道は市内運行がなく遠距離利用に限られています。自動車の保有台

数は１，０００人あたり３３２台（２０１４年）�で、日本車は人気があります。バスは筆者が赴任したころ

は大半がワゴン車でしたが、昨年から大型バスの導入が進められ、日本に近いバス環境が整いつ

つあります。また、今後バス車内での電子決済システムも進めていくとの報道もされています。

≪サハリンでのビジネスの可能性≫

ロシアの平均寿命は男性６２．２歳、女性７４．１歳�と短く、特に男性寿命の短さが目立ちます。日

本企業は医療・食生活の面でビジネスチャンスがあると考えられます。

また、ロシアは政治的な面からビジネス進出について敬遠されがちですが、サハリン州民は技

術面・商品の品質面などで日本への関心が高いことや、北海道とサハリンの距離が近いことなどの

メリットを活かすことで、北海道はサハリンとの取引において、様々な可能性があると思います。

【北海道サハリン事務所のご活用を】

北海道サハリン事務所は道庁の出先機関として現地サハリン州政府とのパイプを活かせる

ことが強みです。道内企業の個別ニーズに応じて課題克服のお手伝いをいたします。ぜひお

気軽に北海道サハリン事務所をご活用ください。

�以降、換算レートは、１ルーブル＝２円と仮定して算出
�（出所）平成２８年１２月２１日、サハリンインフォ報道
�（出所）平成２９年３月１日、サハリンメディア報道
�（出所）ロシア連邦国家統計局
�同上
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― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

経済コラム 北斗星

企業の採用基準と大学における人材育成
明年３月卒業予定の学生を対象とした企業の採用活動が３月からスタートした。周知のと

おり新卒者の採用活動について、企業は日本経済団体連合会の定める「採用選考に関する指

針」に基づいて行うよう要請されている。昨年９月に改訂された指針によれば、企業の採用

選考活動の開始時期は、広報活動が卒業・修了年度に入る直前の３月１日以降、選考活動が

卒業・修了年度の６月１日以降、正式な内定日は同１０月１日以降と定められている。こうし

た日取りの設定は学生の大学における勉学活動を極力阻害しないように定められたものであ

る。

しかし、実際にはこうした指針を順守しない企業がみられるほか、また１０月の内定前に

「内々定」を発出するなどにより学生に対し他社の採用試験を受けさせないよう諸々の拘束

をかける事例が報告され、しばしば物議を醸してきた。今後少子化の影響で新卒者が減少す

る環境の中で、企業の人材確保が一段と厳しくなることも予想されるだけに、企業には何よ

りも先ずルールをしっかり遵守することが求められる。

また、企業サイドの採用に関する問題点として、採用基準が明確になっているかという問

題がある。一般的に言えば、企業は、自ら学び、自ら考え、積極的に行動できる人材（自主

性、思考力、行動力、協調性など）を求めているわけであるが、評価の基準としてはなかな

か客観的な指標を見出し難いだけに、勢い面接での印象が中心となる場合も多い。それだけ

に時によっては「面接者が誰か」が結構重要なポイントになったりする場合もある。

さらに、企業は学生の大学での成績をほとんど重視しない（採用活動の早期化の一因）と

もいわれている。中学受験、高校受験、大学受験で疲弊しきった学生が、ほっとする間もな

く就職試験に追われるような大学の現状（学生は楽勝科目ばかり選択）では、残念ながら学

生の地頭の良し悪しを見極める以外にないというわけだ。中等教育における基礎学力の低

下、簡単に卒業できる大学の出口、教養教育の衰退、就職活動の早期化、大学の成績を重視

しない採用基準など、日本の教育制度・人材育成制度の歪みは一段と強まるばかりである

が、こうした現状に対する国民全体の危機感が乏しいのも問題である。

もっとも、文部科学省は、２０１３年度から、地域再生の核となる大学作りを目指し、「地

（知）の拠点整備事業」として、グローカル・トップリーダーの育成に力を入れ始めてい

る。大学における人材育成と地域あるいは企業の求める人材のマッチングという面では注目

される取り組みの一つだ。小樽商科大学では、２０１５年４月に「グローカル戦略推進セン

ター」を設置、グローバルな視点から地域経済の発展に貢献できる人材の育成に注力してい

る。３月下旬に、同センター付属の「アドバイザリーボード」（大学以外の第３者を交えてメ

ンバー構成）の会議があり、私もアドバイザーの一人として参加した。カリキュラム改革、

産学連携教育、アクティブラーニング（学生の能動的な講義への参加を取り入れた教授・学

習方法）、入試改革など様々な大学改革が動き出しており心強く思った。人口減少社会に

あっては、「人材育成」が国全体として、また地域全体として喫緊の国民的課題であり、粘

り強い改革への取り組みが求められる。 （平成２９年４月３日 北洋銀行会長 横内龍三）

ｏ．２５０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２７　　　　　経済コラム　北斗星１２  2017.04.18 17.06.32  Page 27 



マーケット情報

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

【全体概要】

・２月の販売額は、９，３３６万円（前年同月比▲１１．８％）、来店客１８４，２９１人（同▲０．７％）、客単価

１，５０６円（同▲２２．１％）。水産加工品（同▲３２．２％）は昨年度実施されたプレミアム商品券の反

動に加え原料高騰による値上げにより売上は大きく下回った。菓子類は祭事等での期間限定販

売を行い一昨年の売上は上回ったが、前年には及ばなかった。

・４～２月の累計では、販売額は８億７，２７５万円（前年比▲３．８％）。部門別では、菓子類（同

＋３．０％）が好調であったが、水産加工品（同▲１６．０％）など多くの部門で前年を下回った。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 鮭ルイベ漬１６０g １，０００ ３８３ ３８３，０００
２ 石狩 たらこ切子 １，０００ ３８３ ３８０，２００
３ 渡島 いか森っ子めし２P ６０３ ５４０ ３２５，６２０
４ 後志 鮭とば一番干し １，０００ ２５３ ２５３，０００
５ 釧路 道東産 炭焼きさんま丼 ２７０ ８２５ ２２２，７５０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 特上ラム４００g ９８２ ４４９ ４４０，９１８
２ 十勝 ちほく高原ベーコン １，０００ １５３ １５３，０００
３ 石狩 じゃが豚 ９４８ １６０ １５１，６８０
４ 空知 長沼ロースジンギスカン ７８０ １６７ １３０，２６０
５ 石狩 農家のベーコン １，３５０ ９２ １２３，７９５

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ オホーツク 新海アカシア ３，３００ ３２ １０５，６００
２ 石狩 わさびの達人 ７１４ １４５ １０３，５３０
３ 上川 南富良野バタじゃが５個入 ６２０ １３８ ８５，５６０
４ 石狩 ハスカップの実 冷凍 ２，０００ ４２ ８４，０００
５ オホーツク 新海クローバー ４，３００ １７ ７３，１００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 胆振 カチョカバロピッコロ ６３０ ２７４ １７２，６２０
２ 渡島 トラピストバター １，１４２ １３９ １５８，７３８
３ 石狩 ソフトカツゲン １８０ ６４６ １１６，２８０
４ 石狩 リボンナポリンカツゲン １３８ ７９９ １１０，２２４
５ 空知 もっちもチーズ ３２０ ３３２ １０６，２４０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 生チョコレート オーレ ７２０ ４，１８３ ３，０１１，７６０
２ 十勝 マルセイバターサンド１０個入 １，２０４ ２，２６２ ２，７２３，４４８
３ 石狩 ポテトチップチョコレートオリジナル ７２０ ３，４５５ ２，４８７，６００
４ 十勝 マルセイバターサンド５個入 ６０２ ３，７６９ ２，２６８，９３８
５ 石狩 白いブラックサンダー ６００ ３，６１６ ２，１６９，６００

＜有楽町店＞ 東京都千代田区有楽町２丁目１０－１ 東京交通会館１階
＜資料出典＞ 北海道どさんこプラザ ホームページ

http : //www.dosanko-plaza.jp/support/index.html
＜問い合わせ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 有楽町店 【平成２９年２月分】

（１）水産品 【１，２７１万円】

（２）畜産加工品 【２２４万円】

（３）農産品 【１７７万円】

（４）乳製品 【３２２万円】

（５）菓子類 【４，８０９万円】

ｏ．２５０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２８　　　　　マーケット情報  2017.04.18 17.06.39  Page 28 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 ９４．８ △２．６ ９７．４ △１．０ ９５．６ △０．５ ９６．３ △１．２ １００．６ △３．３ １０６．８ １．８

２７年１０～１２月 ９４．２ △１．３ ９７．１ ０．１ ９４．９ △０．８ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ １１２．７ △０．５
２８年１～３月 ９３．３ △１．０ ９６．１ △１．０ ９２．９ △２．１ ９４．７ △２．０ １０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４

４～６月 ９３．１ △０．２ ９６．３ ０．２ ９２．３ △０．６ ９４．９ ０．２ １０３．６ ０．１ １１３．９ △１．３
７～９月 ９４．６ １．６ ９７．６ １．３ ９４．２ ２．１ ９５．６ ０．７ ９８．１ △５．３ １１０．９ △２．６
１０～１２月 ９４．９ ０．３ ９９．６ ２．０ ９４．７ ０．５ ９８．８ ３．３ r ９５．４ △２．８ １０７．５ △３．１

２８年 ２月 ９２．６ △０．６ ９３．２ △５．２ ９０．７ △１．８ ９２．８ △４．１ １０３．３ ０．３ １１２．２ △０．２
３月 ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ １０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 ９３．９ △０．３ ９７．２ ０．５ ９３．９ △１．９ ９６．０ １．６ １０５．０ １．４ １１３．４ △１．７
５月 ９０．１ △４．０ ９４．７ △２．６ ９０．２ △３．９ ９３．５ △２．６ １０２．９ △２．０ １１３．９ ０．４
６月 ９５．４ ５．９ ９６．９ ２．３ ９２．８ ２．９ ９５．１ １．７ １０３．６ ０．７ １１３．９ ０．０
７月 ９５．３ △０．１ ９６．５ △０．４ ９３．７ １．０ ９５．８ ０．７ １０２．９ △０．７ １１１．２ △２．４
８月 ９２．９ △２．５ ９７．８ １．３ ９２．７ △１．１ ９４．７ △１．１ １０１．２ △１．７ １１１．５ ０．３
９月 ９５．６ ２．９ ９８．４ ０．６ ９６．３ ３．９ ９６．４ １．８ ９８．１ △３．１ １１０．９ △０．５
１０月 ９３．３ △２．４ ９８．４ ０．０ ９２．９ △３．５ ９８．３ ２．０ ９６．０ △２．１ １０８．６ △２．１
１１月 ９６．０ ２．９ ９９．９ １．５ ９５．６ ２．９ ９９．３ １．０ ９４．４ △１．７ １０６．９ △１．６
１２月 ９５．４ △０．６ １００．６ ０．７ ９５．５ △０．１ ９８．９ △０．４ ９５．４ １．１ １０７．５ ０．６

２９年 １月 r ９４．６ △０．８ １００．２ △０．４ ９２．６ △３．０ ９９．２ ０．３ ９９．６ ４．４ １０７．４ △０．１
２月 p９７．７ ３．３ p１０２．２ ２．０ p９５．６ ３．２ p９９．１ △０．１ p１００．８ １．２ p１０８．４ ０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３

２７年１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７
２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ r ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ r ３１，６５１ ３．５

４～６月 ２２８，３０５ ０．６ r ４７，１２１△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ r ３１，８０１ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ r ４７，４６９△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ r ３２，０９１ △０．５
１０～１２月 ２５７，５３８ ０．０ r ５３，１２５△０．７ ５５，１０３ △７．６ １８，６６７ △３．４ ２０２，４３５ ２．２ r ３４，４５９ ０．８

２８年 ２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ r １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ r １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ r １５，４６０△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ r １０，４４７ １．９
５月 ７７，１５２△０．６ r １５，９８２△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ r １０，８５８ △０．１
６月 ７５，６２９ １．３ r １５，６７９△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ r １０，４９６ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ r １７，２１４ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ r １１，０４９ １．７
８月 ７８，２６２△１．２ r １５，５４５△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ r １１，０１６ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ r １４，７１０△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ r １０，０２６ △１．４
１０月 ７８，０７４ １．６ r １５，９７０△０．６ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ r １０，７２５ １．４
１１月 ７８，４２９ ０．４ １６，４７９△０．１ １６，４７９ △７．４ ５，７９６ △３．３ ６１，９４９ ２．６ １０，６８３ １．８
１２月 １０１，０３５△１．５ ２０，６７６△１．２ ２２，５１１ △７．９ ７，６２５ △２．６ ７８，５２４ ０．５ １３，０５１ △０．４

２９年 １月 ８１，３６１ ０．８ １６，７４３△１．０ １８，０８２ △２．４ ５，７４０ △２．２ ６３，２７９ １．７ １１，００３ △０．４
２月 ７２，５１１△０．５ １４，４９３△２．６ １５，２１９ △３．７ ４，７７４ △２．８ ５７，２９２ ０．３ ９，７１９ △２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

ｏ．２５０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３２　主要経済指標　※項目増  2017.04.18 17.11.05  Page 29 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０

２７年１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５
２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ r １３，６８７ ９．３ ２５，３３１ １．８ r ７，２９６ ２．０

４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ r １４，２９７ ６．８ ３６，６８３ △０．１ r ８，８１７ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ r １４，５１１ ５．７ ３２，５４０ △０．５ r ８，１８５ △１．１
１０～１２月 ３６，０５１△２．５ １０，８８４ △０．９ ６０，８５６ ４．１ r １４，７６３ ５．６ ３５，５２４ △３．５ r ８，７９３ △０．５

２８年 ２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ r ４，４７９ １１．９ ７，２２７ ３．７ r ２，２３５ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ r ４，７４４ ７．８ ９，４６８ △１．３ r ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ r ４，６７６ １０．７ １１，６８２ ０．０ r ２，９５０ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ r ４，８２５ ４．５ １４，０１１ １．５ r ３，１４７ △１．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ r ４，７９６ ５．６ １０，９９０ △２．３ r ２，７２０ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ r ５，０４５ ７．１ １１，５１１ △１．１ r ２，９３６ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ r ４，８９３ ４．７ １１，０９９ △１．２ r ２，７８１ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ r ４，５７３ ５．３ ９，９３０ ０．９ r ２，４６８ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ r ４，７９２ ５．３ １１，１９３ △１．７ r ２，７３８ △０．４
１１月 １０，８０７△４．０ ３，２５２ △３．１ １９，９７７ ４．１ r ４，６８９ ５．８ １１，１１８ △３．６ r ２，７３７ ０．８
１２月 １４，３３８△５．８ ４，５０７△１．５ ２０，８０１ ３．３ r ５，２８２ ５．７ １３，２１３ △４．８ r ３，３１８ △１．７

２９年 １月 １２，８６９△１．７ ３，７１６△０．６ ２１，７８４ ６．５ ４，７０４ ５．４ ８，５０４ △１．５ ２，４３３ ０．０
２月 ９，７８１△１．２ ２，９６０△１．０ ２０，６０１ ５．０ ４，５３７ １．３ ７，１００ △１．８ ２，１８９ △２．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６

２７年１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７
２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７

４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５
１０～１２月 １４１，７２３ ２．８ ２９，３００ ３．９ ２８６，５７０ ５．９ ２９０，４３２ △０．３ ３，１８７ ２．６ ３５９ １６．７

２８年 ２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ １１５ １９．６
１１月 ４４，３５５ １．１ ９，３３２ ３．８ ２８０，６０４ ６．９ ２７０，８４８ △０．９ ９９９ ４．１ ９３ ２０．６
１２月 ４９，１２０ ３．３ １０，０７５ ３．７ ３１２，５０８ ６．７ ３１８，４８８ ０．１ ９７４ △２．０ １５２ １２．４

２９年 １月 ４３，７４５ ２．８ ９，１６０ ３．３ ２７８，４４０ １０．８ ２７９，２４９ △０．６ ９６１ ５．１ １６３ １７．２
２月 ４０，６６９ １．０ ８，５４２ ０．８ ２５１，８２２ ６．６ ２６０，６４４ △３．４ ９４４ １．１ p １４８ ４．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年５月号

ｏ．２５０（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９～０３２　主要経済指標　※項目増  2017.04.18 17.11.05  Page 30 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，８５９ ７．４ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１

２７年１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１
２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４

４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ４．１ ２６，１３０ ６．５
１０～１２月 １０，１２６ ９．７ ２，５０７ ７．９ ３９９ １４．７ １０，８０３ ２．７ ２３，７２５ ３．６

２８年 ２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △１７．０ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７２ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６
１１月 ３，４９７ １０．８ ８５１ ６．７ ９７ △２．２ ３，８０２ １４．２ ７，３７８ １０．４
１２月 ２，６３４ △４．５ ７８４ ３．９ ９１ １４．８ ３，４８４ ０．６ ９，０８５ ６．７

２９年 １月 １，５３６ ２９．５ ７６５ １２．８ １０１ ７９．６ ３，６８３ ２０．４ ６，６９８ △８．２
２月 １，８２７ １５．８ ７０９ △２．６ ３７ △４０．２ ３，９０１ ９．７ ７，７７１ ５．６

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９
２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５

４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，２４７ １１．２ １５，７８３ △３．８ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３
１０～１２月 ３７，５３６ ７．１ １２，３７８ １０．８ １３，２８２ １１．４ １１，８７６ △０．５ ９８９，３６２ ５．６

２８年 ２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４
６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，６５４ １４．７ ４，７３１ △７．３ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２
１１月 １３，２７５ １１．４ ４，０９９ １５．２ ４，９７３ １９．３ ４，２０３ ０．２ ３４１，８３３ ８．８
１２月 １１，８４７ ９．４ ４，０３６ １．８ ４，１５６ ２５．１ ３，６５５ ３．２ ３３２，８２４ ８．１

２９年 １月 １２，２８４ ５．１ ４，１９９ △７．３ ４，２４６ ２７．２ ３，８３９ ０．６ ３４３，４２４ ４．４
２月 １４，１５１ ５．８ ４，９７５ ３．３ ４，５３６ １７．９ ４，６４０ △１．５ ４１３，３１６ ８．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年５月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１
２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２

４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１
１０～１２月 ８０，２８２ △１７．０ ２８，００７ △４．５ １．０９ １．３２ ２９，２５３ １．６ ７７８，９７７ ４．７ ３．３ ２．９

２８年 ２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ ↑ ２．９
１１月 ２０，７５９ △３９．４ ８，２２０ △５．７ １．１０ １．３１ ２９，１６１ ５．７ ７７４，９４５ ７．９ ３．３ ３．０
１２月 １７，３３２ ８．８ ８，５１４ ５．３ １．０９ １．３６ ２５，７３４ ２．９ ７２１，０３２ ７．６ ↓ ２．９

２９年 １月 １０，９１６ ８７．３ ６，９９７ ７．１ １．０６ １．３６ ３２，０４２ ０．４ ８７９，３６８ ３．９ － ３．０
２月 ２０，２４１ ２１０．０ ７，６９３ １０．４ １．０６ １．３７ ３４，２４２ ３．２ ８８９，９６５ ５．５ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 ９６．３ ０．０ ９６．５ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年１０～１２月 １００．１ △０．７ １００．１ △０．１ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４
２８年１～３月 ９８．７ △０．８ ９９．５ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９

４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０
１０～１２月 ９９．７ △０．４ ９９．８ △０．３ ６３ ６．８ ２，０８６ △３．１ １０９．３２ １９，１１４

２８年 ２月 ９８．６ △０．６ ９９．４ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 ９８．８ △０．９ ９９．５ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．８ △０．４ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 ９９．４ △０．８ ９９．９ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５
１１月 ９９．７ △０．５ ９９．８ △０．４ ２１ ４０．０ ６９３ △２．５ １０８．１８ １８，３０８
１２月 ９９．９ ０．１ ９９．８ △０．２ ２０ △９．１ ７１０ １．６ １１５．９５ １９，１１４

２９年 １月 ９９．７ ０．９ ９９．６ ０．１ １７ △１０．５ ６０５ △１０．４ １１４．７３ １９，０４１
２月 ９９．７ １．１ ９９．６ ０．２ ２６ １８．２ ６８８ △４．８ １１３．０６ １９，１１９

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年５月号
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（平成２９年１～３月期実績、平成２９年４～６月期見通し）

●北海道企業に求められるサービスマネジメント

●サハリン州の現況とその展望

●経済コラム 北斗星
企業の採用基準と大学における人材育成
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